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7. 行政機関の税・公共料金 

 

制度の名称 国税の特別措置 

支援の種類 減免・特例手続き 

制度の内容 

【対象】令和８年熊本地震で被災された方（被害の程度によらない） 

 

国税の「申告・納付等の期限延長」、「納税の猶予」、「所得税等の軽

減（雑損控除・災害減免法）」などの措置が設けられています。 

活用できる方 災害により被害を受けられた納税者 

注意事項 申告時に不利・有利の検討が必要です。 

お問合わせ先 宇土税務署 ☏ 0964-22-0410 

  


